
および一般管理1J'lを加えた総原価の計算が行われるようになっ

たが，この場合といえども生産過程を対象とするものと ， その

他とは明確に区分して行うこととなっている。

しかるに運送原価については，この区分をなすことが不可能

である。言i'J'):手続的にはテックレ Y プノレグの説のように経営原

価と生産原価との区別はつけられるが， 本来生産と販売とは即

時的に行われるのであるから ， それを区別することは不可能で

ある。 よって巡送原{簡は常に運送用役の生産および販売の両過

程を包含したものとなる。

3 運送用役はそれが現実に提供された地獄においてのみ経

済的給付としての意義をもっ。したがって連送原価は，客体と

なる巡送用役の提供された地域が霊裂な嬰件をなす。特に輸送

作業はそれが行われる地域の地理的条件によって彪怨されるも

のであると同時に，泡i輸密度のいかんによって運送原1商店主根本

的に左右されるのであるから ， 運送l京{聞は民地6向性絡が強い。

4 巡送用役の置は輸送に付される旅客および貨物の数量と ，

それの輸送距離との二元的要素によって決定されるが，それに

伴ない巡送原1加を桝成する要素のうちに， おのずから上記 2

つの嬰索によって異なる変動関係をもつものが含まれること と

なる。すなわち輸送距離にまったく彫饗されない要素L それ

に影響される要素とである。前者を通常場所的原価または発着

作業原価 (terminal cost , Stationsdienstkosten) , 1;走者を距離

的原価または紛送作業原価 (running cost, Streckendienstｭ

kosten) と呼ばれている。かかる原価構成はま ったく巡送原価

のみに存在するものでらる。

国鉄の全線平均の運送原価はつぎの表に示すとおりである。

:j三度 旅客均1運人送1キロ 貨物 1 ト γ 1 キ
年度 旅客均1人1キロ 貨物 1 トン 1 キ

3Jl j~)jlli~llí(f削 ロ平井J連送原価 'Jl 巡送ßi{価 ロ平均巡送原価

'!!和 1 弓 円 g2l47 稿1 円 円

22 0.144 0.924 1.081 2.738 

23 0.438 1.953 28 1.235 2.945 

24 0.568 1.935 29 1.217 3.041 

25 0.770 1.948 30 1.257 3.096 

26 0.907 2.199 31 1.247 3.019 

首ji考 乙の表の五li送原{面は拍送作業政のほかに利子お よび滋l面償却費，

管磁波等すべての喪主巨を包含するものである.

道l送原価の構成要素は運輸機関のf!lì類によ ってもちろん異な

るものであり ，また同一種類の運輸機関にあっても使用動力の

極狽，経営規僚の大小，運輸密度の相違によってその鱗成割合

旅客 I 人 1 キロ平均貨物 l ト γ 1 キロ平均
原悩要素

(惚) (gg) 金額 金 綴

円
1% 1 

Pl % 
施設保守政 0.138 0.364 12 

電気保守強 0.073 6 0.139 5 

車両保守政 0.137 11 0.253 8 
輸送作業 巡転'1'1 0.284 23 0.739 25 
直接'1'1 g ~ '/'( 0.203 16 0.541 18 

青十 0.835 67 2.036 68 

0.416 33 1.021 34 

物件費 0.419 34 1.015 34 

0.059 5 0.143 5 

教習i'Jr'l'1 0.005 。 0.013 。

IHI ~ 0.005 。 0.014 。

管 FJ! '1'1 0.076 6 0.199 7 

計 0.145 11 0.369 12 I 

減価 世主 判l 費 0.219 18 0.488 16 

手IJ 子 0.048 4 0.126 4 

総 原 {面 1.247 100 3.019 100 

う んそ う げん

に差異を生ずる。

鉄道の運送原価の構成を，昭和 31 年度における国鉄の笑般に

より例示すれば表に示すとおりである。ー」運送Eil佃l計算。場

所的原価。距離的原価。

参考文献高樹秀雄若鉄道氏率制度論。中島勇次著鉄道

原価計算。 Ku rt T ecklenburg, Die Betriebskostenrechnung 

und Selbstkostenermittlung bei der Deutschen R�ichsｭ

bahn, Berlin 19300 (中島勇次)
う んそうげんかけいさん 運送原価計算 一般的に原価計算

(costing, cost accounting, Selbstkostenrechnung) とは， 企

業経営において給付 1 単位を生産するために消費される経済価

値，すなわち原{iIliを計J'):するための手続を指称する。しかして

原価計算において原{ùliをj'):出するためには， 給付の生産に着手

してからそれが完了するまでの全過程を通じて，生産の進行に

つれて逐次消波されてゆく労働および諸財貨の価衡を洩れなく

は僅計算しかっ記録してゆかなければならないのである。した

がってその方法および形態は， 生産される給付の性質および生

産過程の鱗造如何によ っ ておのずから奥るものとなる。

運輸企業は運送用役という 特極の給付生産を目的とするもの

であ り ， したがって経営過程も製造工業等と くらべるといちじ

るしい相違点をも っているので，これに適用する原価計算の方

法および形態はおのずからí1、得のものとならざるを得ない。そ

れが運送原備計算と呼ばれるものである。

運送原価計算の目的は (1) 運賃および諸料金を決定するた

めの基礎を求めること (2) 経営の内部過程を合理的に管理す

るための手段とすること (3) 異なる迩翰様関相互間の調整を

はかるための基礎を求めること等である。

運送原{面計~i:の方法は運輸憾I品1の極類，すなわち鉄道，自動

車， 船舶およひ:Wi空機等によ ってそれぞれ特色を有するが，そ

れと同時に原価計 li:の主たる矛IJ周目的いかんによっても異なる

ものとなる。しかしそれらを通じて ， 製造工業等に適用される

一般の原価計算と根本的に相違するところはつぎの諸点である。

1 一般の原価計算は有体物を原怖の計算対象とするのであ

るから，原価を桝成する各径の要素と計算客体との関係を直接

的に結びつけて考えることができる。たとえば机の製造原価を

計算する場合には，それに要する木材，くぎ，金具， 塗料な ど

の諸材料はその机の製造に必須のものであり，かつ消費高も明

確には爆することができ，また製造過程に費した労務も製品た

る机と関連して明確に算定することができる。しかるに運送原

価計算において原1聞の計算対象とする運送用役は一極の利用効

果，いわゆるサービスであるから ， 原価の実体をなすr両政経済

価値と計算客体と を直接的に結びつけるこ とが不可能である。

すなわち運送原悩計算においては， 第 l 次的に原1問要素を輸送

作業(旅客 ・ 貨物の取扱とか車両の運転など) と関係づけては怪

し， 第 2 次的にそれら作業によって実際に輸送された旅客 ・ 貨

物の輸送量に西日賦して，最終的給付たる輸送量単位あたりの原

価を算出する方法を採らざるを得ない。 運送原価計算において

行われるこのような形態による原価計算を レ ー マソは間接的原

価計算 (indirekte Kalkulation) または経営原価計算 (Betriebs­

kalkulation) と 呼んでおり，また ドイツ国有鉄道においては，

上述の運送原価計算の第 1 次的過程をなす輸送作業を客体とす

る昔mを経営資計算 (Betriebskostenrechnl日19) と称している。

2 巡送原1間計算においては，上記のように給付単位あたり

の原{簡を間接的にJ')::1\せざるを得ないので， 算出される Jjj({聞は

個々の運輸についての原価ではなく ，平均的原価たらざるを得

ないものとなる。
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